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はじめに 

働く環境が多様化する中で、自宅やオフィス以外の第三の場、いわゆるサードプレイスとし

てのコワーキングスペースが注目を集めている。単なる作業場ではなく、空間そのものが働

き手の心理や行動に影響を与え、新しい働き方の可能性を拓く存在となりつつある。とりわ

け空間デザインは、利用者の生産性や創造性を引き出すだけでなく、他者との交流を促し、

地域社会と結びつく場としての機能を強化する役割を果たしている。国が進める働き方改

革や地域活性化政策と連動しながら、コワーキングスペースはその存在意義を拡大してい

る。総務省や経済産業省の資料からも読み取れるように、空間のデザインが働く人々の選択

肢を広げ、働き方そのものを進化させていることが明らかになっている。単なる効率化を超

え、働く場そのものが働き手の価値観やライフスタイルに応える場へと変貌しつつある現

状を踏まえ、本論文では空間デザインの観点からコワーキングスペースの役割を多角的に

検討する。 

 

この研究では、コワーキングスペースの空間設計がどのように利用者の働き方に影響を及

ぼし、さらにコミュニティ形成や地域との連携にどのような効果をもたらすのかを中心に

据える。空間のレイアウト、素材選び、照明設計、デジタル技術との融合などを検討しなが

ら、その機能性と未来への可能性を考察する。 

 

研究の背景と目的 

働き方改革の推進とともに、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方が求められるように

なった。テレワークや多拠点勤務が浸透する中で、コワーキングスペースは単なる物理的な

場所以上の意味を持ち始めている。空間の設計が心理的安全性や創造性の向上に寄与し、利

用者が自律的に働く意欲を高める環境として評価されている。 

 



本研究の目的は、コワーキングスペースにおける空間デザインが働き手にどのような影響

を与え、さらにコミュニティや地域との関係性をどのように形成するのかを明らかにする

ことである。国の政策資料をもとにしつつ、実際の空間デザインの要素を分析し、新しい働

き方を支える空間の在り方を探る。 

 

本論文の構成と方法 

本論文は、まずサードプレイスとしてのコワーキングスペースの意義を整理し、働き方の多

様化や地域社会との接点を空間デザインの視点から考察する。続いて、空間構成の基本原則

やデザイン要素が働き方に与える影響を具体的に検討する。さらに、交流の促進、地域との

連携に関するデザインを使った戦略、利用者心理に作用する空間要素、そして持続可能なデ

ザインの観点から課題と展望を考える。分析に際しては、国が公表している働き方改革関連

資料や地域活性化政策、デジタル技術活用に関する公式資料を参考とし、論文全体を通して

空間デザインの視点を軸に据える。最終章では、得られた知見をもとにコワーキングスペー

スの今後の可能性と課題を総括する。 

 

サードプレイスとしてのコワーキングスペースの意

義 

働き方が多様化し、従来のオフィスや自宅に代わる「第三の場」が求められるようになる中

で、コワーキングスペースはその存在感を増している。単に働く場所を提供するだけでなく、

空間デザインを通じて働き手の心理や行動を刺激し、新たな働き方のポイントといえる。国

の政策資料にも示されるように、柔軟な働き方や地域活性化の推進は社会的な課題となっ

ており、コワーキングスペースはこれらの目標を実現する具体的な手段として注目される。

本章ではまず、多様化する働き方とそれに伴う空間ニーズの変化について整理し、続いてコ

ミュニティ形成とネットワーク機能に着目する。さらに、地域社会との接点としての役割に

も触れ、コワーキングスペースが社会において果たす意義を多面的に考察する。 

 

多様化する働き方と空間ニーズの変化 

テレワークやフリーランス、副業の普及により、働き方の選択肢はかつてないほど広がって

いる。総務省の「働き方改革実行計画」においても、多様な働き方を支える環境整備が重視

されており、それに伴い求められる空間の在り方も大きく変化している。コワーキングスペ

ースでは、働き手の多様なニーズに応える空間デザインが不可欠である。作業に集中して取

り組める静かな、打ち合わせやコラボレーションが促進されるオープンエリア、一息つける



休憩用スペースなど、目的に合った空間を作ることが求められる。これにより、利用者は自

身の業務内容や気分に合わせて最適な環境を選択できる。 

 

また、時間帯や季節によるニーズの変化にも対応可能な空間を設計することも重要である。

自然光を取り入れた設計や空調システムの工夫により、年間を通じて快適な作業環境が保

たれる。こうした空間の工夫が、利用者の定着や満足度向上につながっている。 

 

コミュニティ形成とネットワーク機能 

コワーキングスペースは、働き手が孤立することなく他者とつながる場としての機能も果

たしている。中小企業庁の資料でも、異業種間交流の場が新たなビジネス機会を生むとされ

ており、空間デザインはその促進役を担っている。オープンスペースの設計は、利用者同士

が偶発的に出会い、自然な会話が生まれるよう配慮されている。共有のカフェスペースやラ

イブラリーコーナーなど、目的を持たずに集える場所が設けられることで、異なる背景を持

つ利用者が気軽に交流できる環境が形成される。さらに、空間の柔軟性はイベントやワーク

ショップの開催を容易にし、利用者同士の関係性を深める場としても活用されている。可動

式の家具や間仕切りを活用した多用途なスペースは、日常的な利用から特別なイベントま

で対応可能であり、コミュニティの活性化に貢献している。 

 

地域社会との接点としての役割 

コワーキングスペースは、地域社会と利用者をつなぐハブとしても機能している。内閣府の

「地方創生推進」資料では、地域資源の活用と人材の地元定着が重要視されており、地域の

特徴を空間デザインで表現するのに貢献している。地域の伝統的な素材やデザインを取り

入れることで、利用者が地域文化に触れる機会を創出し、地域への愛着や理解を深めること

ができる。また、地域産品の展示スペースや地域企業とのコラボレーションスペースを設け

ることで、地域経済との連携が強化される。さらに、地域住民にも開かれたスペース設計を

採用することで、利用者以外の地域住民が参加できるイベントや交流の場が提供される。こ

れにより、コワーキングスペースは地域社会の一員としての役割を果たし、地域活性化に貢

献している。 

 

空間デザインと機能性が働き方に与える影響 

働き方の多様化に対応する空間づくりは、コワーキングスペースにおける重要な課題であ

る。単なる作業場所の提供ではなく、空間の設計そのものが利用者の業務効率や心理状態、

創造性に直結する要素となる。国土交通省の都市空間設計に関する資料でも、空間の質が



人々の行動や満足度に与える影響が強調されており、働く環境のデザインがもたらす効果

は無視できない。本章では、まず働きやすさを支える空間構成の基本について確認し、続い

て座席レイアウトやゾーニングが働き方に与える影響を考察する。さらに、照明や音環境が

心理に及ぼす作用を分析し、共用設備や付帯サービスの役割にも目を向ける。 

 

働きやすさを支える空間構成の基本 

コワーキングスペースの空間設計においては、働き手が快適に作業できる環境を整えるこ

とが最優先となる。総務省の資料でも、快適な作業環境が生産性向上に資することが示され

ており、空間の基本構成が利用者の作業効率に直結することは明らかである。適切なスペー

ス配分は、利用者が他者との距離を保ちつつも必要なときには話し合えるバランスを与え

る。例えば、個人作業に集中できる静かなエリアと、打ち合わせや交流を目的としたオープ

ンスペースを明確に区分することで、利用者は目的に応じた空間を選択できる。さらに、動

線設計も重要である。人の流れをスムーズにし、不要な移動を減らすことは、作業の中断を

最小限に抑え、効率的な働き方を支援する。空間構成の工夫が、利用者の働きやすさを根本

から支えている。 

 

座席レイアウトとゾーニングの影響 

座席の配置やゾーニングは、利用者の心理と行動に直接的な影響を与える要素である。経済

産業省のスマートワーク推進資料では、働く場のレイアウトが利用者の集中力やコミュニ

ケーションの質を左右することが示唆されている。例えば、集中を要する業務にはパーテー

ションで区切られたエリアが適している。一方、アイデアを共有し合う必要がある作業では、

テーブルを囲む配置が効果的である。座席の高さや向き、間隔といった細部まで考慮された

設計が、利用者の行動を自然に誘導し、空間の機能性を高める。ゾーニングにおいては、音

や視覚的な区分も工夫される。視線の交差を避ける配置や、素材の違いによる空間の明確化

などが、居心地のよい環境を生む。こうした細やかな配慮が、利用者の心理的負担を軽減し、

集中力を維持する環境を生み出している。 

 

照明と音環境の心理的効果 

照明と音環境は、空間の快適性を左右する重要な要素である。国土交通省の都市環境ガイド

ラインでも、適切な光環境と音環境が人々の心理状態に良い影響を与えることが強調され

ている。自然光を取り入れる設計は、利用者に明るく開放的な印象を与えるとともに、時間

帯による気分の変化を緩和する効果がある。さらに、照明の色温度や明るさを調整すること

で、集中力の向上やリラックス効果を促進することが可能となる。音環境においては、完全



な静寂が必ずしも理想的ではない。適度な環境音があることで、集中力が持続しやすくなる

場合もある。逆に、オンライン会議や電話の多い利用者には、音の遮断が重要となる。防音

ブースや吸音素材の活用により、目的によって最適な音環境が用意されている。これらのデ

ザイン要素が組み合わさることで、利用者が快適に作業できる環境が構築され、コワーキン

グスペースの魅力が一層高まる。 

 

共用設備と付帯サービスの役割 

コワーキングスペースの機能性を支えるのは、空間デザインだけではない。利用者の多様な

ニーズに応える共用設備や付帯サービスもまた、快適な利用環境を支える重要な要素であ

る。総務省の地域活性化に関する資料でも、共用設備の充実が利用者満足度向上に寄与する

ことが指摘されている。プリンターやコピー機、会議室といった基本的な設備に加え、カフ

ェスペースやリラクゼーションエリアの設置は、居心地の良さと楽しさを与える。これによ

り、長時間の滞在でも疲れを感じにくくなり、利用者の集中力維持に役立つ。また、受付サ

ービスやコンシェルジュによるサポートは、初めて利用する人々の不安を和らげ、スムーズ

な利用を支える。利用者が安心して作業に没頭できる環境が整えられることで、コワーキン

グスペースの利用価値がさらに高まる。 

 

交流を促進する空間デザインの工夫 

コワーキングスペースの最大の特徴のひとつは、異なる背景を持つ人々が集い、交流が自然

に生まれる環境であることにある。単なる作業場所としてではなく、利用者同士のコミュニ

ケーションを促し、新たな価値創造を生み出す場として設計される必要がある。国土交通省

の「都市再生・まちづくりの視点」でも、人と人との偶発的な出会いが地域や社会の活性化

につながることが指摘されており、空間デザインが交流の起点となる意義は極めて大きい。

本章では、偶発的な出会いを促進するレイアウト設計、イベントスペースの柔軟な活用、そ

して移動動線が生み出す交流のきっかけについて考察する。 

 

偶発的な出会いを生むレイアウト設計 

コワーキングスペースにおける交流は、事前に計画されたイベントや打ち合わせだけでは

なく、日常的な偶発的接触からも生まれる。そのためには、空間のレイアウトが重要な役割

を果たす。経済産業省の資料でも、イノベーション創出には偶発的な出会いが効果的である

ことが示されている。共有スペースや通路の配置は、利用者が自然に顔を合わせ、会話を交

わす機会を増やすように設計される。例えば、カフェスペースや休憩エリアを通路沿いに配

置し、動線の交差点を生み出すことで、利用者同士が自然に視線を交わし、会話のきっかけ



が生まれる。さらに、席の配置に変化を持たせることで、多様な利用者が交わる場が生まれ

る。対面式のテーブルや、半個室のオープンスペースなど、用途や利用者の性格に応じた多

様な選択肢が提供されることで、交流の場が広がる。 

 

イベントスペースの柔軟な活用 

定期的に開催されるイベントやワークショップは、利用者同士の関係性を深めるとともに、

新たなネットワーク形成の機会を提供する。観光庁が進める地域交流促進施策でも、イベン

トスペースが人と人をつなぐ場として評価されている。コワーキングスペースにおけるイ

ベントスペースは、利用目的に応じて柔軟に活用できる設計が求められる。可動式の家具や

間仕切りを活用することで、普段は作業スペースとして利用される空間をイベント時には

交流の場として使える。こうした設計は、スペースの効率的な活用につながるだけでなく、

利用者が日常的にイベントに触れる機会を増やし、交流の活性化を促す。また、イベントス

ペースは地域との接点としても機能する。地域企業とのコラボレーションや、地元産品を紹

介する展示など、地域資源を活用したイベントが開催されることで、利用者と地域社会の交

流が促進される。空間デザインが柔軟であることで、こうした多様な活用が可能となる。 

移動動線が生み出す交流のきっかけ 

利用者の移動動線は、交流の頻度や質に大きな影響を与える。国土交通省の都市デザインに

関するガイドラインでも、人の流れを意識した空間設計が交流促進に有効であることが示

されている。移動動線を設計する際には、目的地までの最短距離だけでなく、途中で他の利

用者と交わるポイントを意図的に設けることが効果的である。例えば、プリンターやコピー

機といった共有設備を複数のゾーンの中間に配置することで、異なる作業をしている利用

者同士が自然に交わる場面が生まれる。また、視覚的なアクセントを動線上に配置すること

で、移動中の利用者の注意を引き、立ち止まるきっかけを作ることができる。このような繊

細な工夫が、日常的な交流機会の創出につながる。移動そのものを交流の一部として捉える

視点が、コワーキングスペースのデザインにおいては重要である。 

 

地域との連携を支える空間戦略 

コワーキングスペースは、地域経済や地域コミュニティと密接に結びつくことで、その存在

価値をさらに高める。地域の資源や文化を活用した空間づくりは、地域活性化と利用者の働

き方の双方に寄与し、単なる作業場を超えた役割を果たすことができる。内閣府の「地方創

生」関連資料でも、地域資源を活用した場づくりが地域活力の創出につながることが示され

ており、コワーキングスペースの空間戦略においてもこの視点は欠かせない。本章では、ま

ず地域資源を取り入れた空間デザインについて考察していく。 



 

地域資源を取り入れた空間デザイン 

地域との連携を強化するためには、空間デザインの中に地域資源を積極的に取り入れるこ

とが効果的である。経済産業省の地域資源活用施策でも、地域特性を反映したデザインが地

域経済の波及効果を生み出すことが指摘されている。例えば、地域産の木材や地元の伝統工

芸品を内装に用いることで、利用者は自然と地域文化に触れることができる。これにより、

スペース全体が地域のアイデンティティを体現する空間となり、訪れる人々に地域への関

心を喚起する効果がある。さらに、地域の風景や季節感を反映したアート作品や装飾を取り

入れることで、空間に豊かな表情が生まれる。こうした工夫が、利用者にとって親しみやす

く、地域社会とのつながりを感じられる環境を構築している。 

 

開かれた空間としての地域交流促進 

コワーキングスペースは利用者だけでなく、地域住民や地元企業との交流の場としても機

能する。総務省の地域共生社会構築推進資料でも、地域住民と外部人材との交流が地域の活

力を生むことが示されている。空間設計においては、外部からの視認性を高めることで、地

域住民が気軽に立ち寄れる雰囲気を作り出すことができる。ガラス張りのファサードや開

放的なエントランスは、内部の様子を外部に伝え、敷居の低さを演出する効果がある。また、

共有スペースを地域イベントや展示会に開放することで、日ごろから地域住民が使える場

となる。地域とコワーキングスペースが連携することで、地域社会に開かれた場としての役

割を強化し、相互の理解と協力関係を築くことが可能となる。 

 

地域文化を反映したインテリアとその効果 

空間デザインに地域文化を取り入れることは、利用者にとって地域への理解を深めるきっ

かけとなる。観光庁の地域文化活用推進資料でも、地域性を感じられる空間が訪問者の満足

度向上に寄与することが強調されている。インテリアに地域の伝統的な模様や色彩を採用

することで、利用者は視覚的に地域文化を体感できる。例えば、地元の染織技術を用いたフ

ァブリックや、伝統工芸品をディスプレイとして活用することが挙げられる。これにより、

日常的に地域文化が感じられる空間が形成される。さらに、インテリアに留まらず、地域の

四季や祭事を反映した装飾やレイアウトの変更を行うことで、空間に季節感と地域性を持

たせることができる。こうした取り組みは、利用者に新鮮な刺激を与えるだけでなく、地域

への愛着を育む効果を持つ。空間そのものが地域文化の発信拠点となることで、コワーキン

グスペースは地域社会に根差した存在としての役割を強化している。 

 



利用者心理に作用するデザイン要素 

空間デザインは、利用者の心理状態に直接的かつ継続的に作用する。コワーキングスペース

においては、単に快適さを追求するだけでなく、利用者の集中力や創造性、安心感を引き出

すデザインが求められる。国土交通省の「都市環境デザイン指針」でも、色彩や素材、視覚

的構成が人々の感情や行動に影響を与えることが示されており、空間設計が心理に与える

役割は極めて大きい。本章ではまず、色彩と素材が与える心理的影響について考察し、次に

プライバシーと開放感のバランス設計、最後に照明と視覚的アクセントによる感情誘導を

検討する。 

 

色彩と素材が与える心理的影響 

色彩は空間の印象を決定づける要素であり、利用者の心理状態に強く作用する。経済産業省

のデザイン活用支援資料でも、色彩設計が快適性や機能性に影響を及ぼすことが指摘され

ている。例えば、落ち着いた色調のブルーやグリーンは集中力を高める効果があり、集中エ

リアでの使用が効果的である。一方で、交流を促したいエリアには暖色系の色彩を用いるこ

とで、空間全体が温かみを持ち、利用者の積極的な行動を引き出すことができる。素材につ

いても同様に、心理的影響を考慮することが重要である。天然木やリネンといった自然素材

は、視覚的な温かさとともに、触覚的な心地よさを提供する。これにより、利用者はリラッ

クスした状態で作業に取り組むことができる。空間全体の素材感が調和することで、心地よ

い作業環境が形成される。 

 

プライバシーと開放感のバランス設計 

コワーキングスペースは開放的な雰囲気が特徴であるが、それだけでは利用者の多様なニ

ーズに応えられない。総務省の働き方改革関連資料でも、働き方の多様化に対応する空間設

計の必要性が強調されている。集中を求める利用者には、視線を遮るパーテーションや半個

室空間が求められる。これにより、周囲の視線や音を気にせずに作業に集中できる環境が整

う。一方で、完全に閉ざされた空間では圧迫感が生じるため、適度な開口部や自然光の取り

込みが重要となる。逆に、交流を重視するエリアでは開放感を重視し、視線が自然に交わる

ようなレイアウトが採用される。これにより、利用者は互いの存在を感じながらも快適に過

ごすことができる。プライバシーと開放感を適切に組み合わせることで、利用者の多様な心

理的ニーズに応える空間が実現する。 

 



照明と視覚的アクセントによる感情誘導 

照明設計は空間の雰囲気を決定づける要素であり、利用者の感情をコントロールする力を

持つ。国土交通省の「快適な生活空間の形成」指針でも、照明が居住者の心理に及ぼす影響

が指摘されている。自然光を最大限に活用しつつ、人工照明を効果的に配置することで、時

間帯や天候に左右されない快適な明るさが確保される。作業エリアでは白色光を中心に採

用し、集中力を維持しやすい環境を作る。一方で、リラックスエリアでは暖色系の照明を使

用し、利用者が気持ちを切り替えやすい空間を演出する。視覚的アクセントとして、壁面や

天井に間接照明を取り入れることで、空間に奥行きと変化を持たせることができる。さらに、

照明を使ったゾーニングにより、利用者が無意識のうちに空間の使い分けを認識できる設

計が可能となる。こうした照明計画が、利用者の心理的な快適さと行動変容を促す。 

 

持続可能なデザインと運営の融合 

持続可能性は、現代の空間デザインに欠かせない視点であり、コワーキングスペースの設計

においても重要な要素となる。地球環境への配慮はもちろん、長期的な運営の視点からも、

メンテナンス性や利用者ニーズの変化に対応できる柔軟な設計が求められる。国土交通省

の「環境配慮型都市づくり推進方針」においても、持続可能な建築と地域資源の循環活用が

強調されており、コワーキングスペースの空間デザインにもこれらの視点が必要とされて

いる。本章ではまず、環境配慮型素材とエネルギー効率の追求について考察し、次に長期利

用を見据えた柔軟な空間設計、さらにメンテナンス性を考慮した設計戦略を検討する。 

 

環境配慮型素材とエネルギー効率の追求 

サステナビリティを意識した空間デザインにおいて、素材選びは基本中の基本である。経済

産業省の「グリーン成長戦略」では、建築材料における環境負荷低減の必要性が明記されて

いる。コワーキングスペースでは、再生可能な素材や地域産の材料を活用することで、環境

への負担を減らすことができる。例えば、再生木材やリサイクル金属を使用した家具や仕上

げ材は、資源循環の促進につながるだけでなく、デザイン的にも温かみや独自性をもたらす。

エネルギー効率の面でも工夫が求められる。自然光を取り入れる設計や、高効率な LED 照

明の導入は、エネルギー消費を抑えつつ快適な明るさを確保する。加えて、高性能断熱材の

使用や自然換気の導入により、空調負荷を軽減し、省エネ効果を高めることができる。こう

した環境配慮型のデザインは、運営コストの削減にも寄与し、経営的な持続可能性にも貢献

する。 

 



長期利用を見据えた柔軟な空間設計 

利用者のニーズは時間とともに変化し続けるため、長期的な視点に立った柔軟な空間設計

が欠かせない。総務省の「地域力創造アクションプラン」でも、変化に対応できる柔軟性が

空間設計に求められている。コワーキングスペースでは、可動式の家具や間仕切りを導入す

ることで、利用目的や参加者の人数に応じて空間を再構成できる設計が有効である。イベン

トスペースを通常時はワークスペースとして活用するなど、用途に応じて機能を変更でき

る設計が求められる。また、将来的な設備更新や拡張を見越して配線や照明設備を設計して

おくことで、大規模な改修をせずとも新しいニーズに応えることが可能となる。こうした柔

軟性のある設計が、長期的な視点での運営においても大きな利点となる。 

 

メンテナンス性を考慮した設計戦略 

持続可能な空間デザインを実現するには、日常的なメンテナンスのしやすさも重視しなけ

ればならない。国土交通省の「建築物の維持管理指針」によれば、メンテナンスが容易な設

計は建物の長寿命化に直結する。例えば、汚れが付きにくい素材や、交換や補修がしやすい

モジュール化された構造を採用することで、日常的な管理が容易になる。床材や壁材の選定

においても、耐久性とメンテナンス性を両立させることが重要である。さらに、メンテナン

スの効率化はコスト削減にもつながり、運営側の負担軽減に寄与する。定期的な清掃や点検

が容易であることで、常に清潔で快適な環境が維持され、利用者の満足度向上にもつながる。

こうしたメンテナンス性を考慮した設計は、長期的な視点での持続可能性を高める上で欠

かせない要素である。 

 

コワーキングスペースのブランド価値と空間デザイ

ン 

コワーキングスペースが単なる作業場にとどまらず、利用者にとって選ばれる存在となる

ためには、ブランド価値の確立が不可欠である。その際、空間デザインはブランドイメージ

を形成する中核的な要素として機能する。経済産業省の「デザイン経営宣言」でも、デザイ

ンが企業価値の向上とブランド形成に寄与することが示されており、コワーキングスペー

スにおいても空間設計がブランド戦略の一部として位置付けられる。本章ではまず、空間デ

ザインが創出するブランドイメージについて考察し、次に利用者エンゲージメントを高め

る空間演出、最後に競争優位性としてのデザイン戦略を検討する。 

 



空間デザインが創出するブランドイメージ 

空間デザインは、利用者が最初に触れるブランド体験の一部であり、視覚的要素や空間の雰

囲気がブランドイメージの形成に直結する。経済産業省の資料でも、ブランドの視覚的表現

が消費者の記憶に強く残ることが示されており、コワーキングスペースにおいても同様の

効果が期待される。例えば、洗練されたミニマルなデザインは先進性やプロフェッショナリ

ズムを強調し、クリエイティブな装飾や柔らかい色彩を用いることで、親しみやすさや創造

性を感じさせる空間が構築される。こうしたデザインの選択は、スペースが目指すブランド

コンセプトを利用者に直感的に伝える手段となる。 

 

また、ブランドカラーの統一やロゴの適切な配置など、細部にまで配慮されたデザインは、

利用者に一貫性のあるブランド体験を提供する。空間全体がブランドメッセージを体現す

ることで、利用者の印象に強く残り、リピーターの獲得や新規利用者の関心を引きつける効

果を発揮する。 

 

利用者エンゲージメントを高める空間演出 

ブランド価値を高めるためには、単に視覚的に優れた空間を提供するだけでなく、利用者が

空間と積極的に関わることができる設計が求められる。総務省の「地域力創造アクションプ

ラン」でも、参加型の場づくりが地域社会や利用者のエンゲージメントを高めることが指摘

されている。例えば、利用者が自由にカスタマイズできる掲示板やディスプレイスペースを

設けることで、利用者自身が空間づくりに参加することが可能となる。これにより、利用者

は単なるゲストではなく、空間の共創者としての意識を持つようになる。 

 

また、利用者同士の交流を促すレイアウトや、季節ごとの装飾変更、地域イベントとの連動

など、空間が常に変化し続けることで、利用者は新たな発見や驚きを得ることができる。こ

うした動的な空間演出は、利用者のエンゲージメントを高めるとともに、ブランドに対する

愛着を醸成する効果がある。 

 

競争優位性としてのデザイン戦略 

コワーキングスペース市場は年々競争が激化しており、差別化を図るためには空間デザイ

ンを戦略的に活用することが不可欠である。経済産業省の「サービス産業強化指針」では、

顧客体験価値の向上が競争力の源泉であることが示されており、コワーキングスペースに

おいても空間体験が競争優位性に直結する。差別化の手法としては、地域の文化や歴史を反

映したデザインを採用することや、特定の職種や業界に特化した空間構成を提供すること



が挙げられる。例えば、クリエイティブ職向けにインスピレーションを刺激するデザインを

施す、ビジネスパーソン向けに落ち着いた雰囲気を重視するなど、ターゲット利用者層に合

わせた空間戦略が有効である。 

 

さらに、サステナブルな素材の使用や最新のデジタル技術を取り入れることで、時代のニー

ズに応じた価値を提供し続けることが可能となる。こうした戦略的な空間デザインは、競合

との差別化を図るだけでなく、利用者からの信頼と選択の理由を獲得する決定的な要素と

なる。 

 

デジタル技術と空間デザインの融合 

急速に進化するデジタル技術は、コワーキングスペースの空間デザインにも新たな展開を

もたらしている。デジタルツールと空間設計を組み合わせることで、利用者の利便性が向上

するだけでなく、働き方そのものの柔軟性が拡大する。総務省の「ICT 利活用の推進」資料

でも、空間とデジタル技術の連動が新しい働き方を支える基盤になることが指摘されてお

り、これらの技術的要素は空間デザインにとって不可欠なものとなっている。本章ではまず、

デジタルツールが拓く空間の柔軟性について考察し、続いてハイブリッドワークに対応す

る空間設計、さらにインタラクティブな空間演出の可能性を検討する。 

 

デジタルツールが拓く空間の柔軟性 

デジタルツールの導入は、コワーキングスペースの利用者体験を大きく変えている。経済産

業省の「スマートワーク促進施策」においても、デジタル技術の積極的な活用が新しい働き

方の基盤となることが強調されている。例えば、スマートフォンやタブレットを活用した予

約システムにより、利用者はリアルタイムでスペースの空き状況を確認し、スムーズに予

約・利用ができる。また、顔認証や QR コードを活用した入退室管理システムは、セキュリ

ティの向上と同時に利用者の利便性を高める。さらに、デジタルサイネージやインタラクテ

ィブディスプレイを設置することで、施設内での情報共有が容易になる。利用者同士がイベ

ント情報や施設の利用ルールを迅速に把握できることで、円滑な運営と快適な利用環境が

実現する。 

 

ハイブリッドワークに対応する空間設計 

テレワークの普及により、コワーキングスペースはオフィスと家庭をつなぐ第三の働く場

として位置付けられるようになっている。総務省の「テレワーク導入促進」資料では、柔軟

な働き方を支える空間整備の必要性が強調されている。ハイブリッドワークに対応する空



間設計では、オンライン会議のための防音ブースや、高品質な通信インフラの整備が必須と

なる。特に、防音性や照明環境が整ったブースは、外部との会議やプレゼンテーションを快

適に行うために欠かせない。また、共有スペースと個別作業スペースの両立も重要である。

対面での打ち合わせとオンライン業務を柔軟に切り替えられる設計が求められる。これに

より、利用者は業務内容に応じて最適な作業環境を選択でき、生産性の向上が図られる。 

 

インタラクティブな空間演出の可能性 

デジタル技術の進展は、空間そのものの演出方法にも革新をもたらしている。経済産業省の

「デジタル社会の形成に向けた重点計画」では、デジタル技術を活用した空間体験の質向上

が重視されている。例えば、センサー技術を活用して利用者の動きに応じた照明や映像演出

を行うことで、空間が利用者に応じて変化するインタラクティブな体験が可能となる。これ

により、利用者は空間そのものとの対話を楽しみながら働くことができる。また、拡張現実

（AR）技術を用いて空間内にデジタルコンテンツを重ねることで、情報の提供だけでなく

エンターテインメント性を高めることができる。例えば、地域の観光情報や施設内の案内を

AR で表示することで、利用者は空間を探索しながら必要な情報を得ることができる。 

 

このように、デジタル技術を積極的に取り入れることで、コワーキングスペースは単なる作

業場を超えた魅力的な空間へと進化し続けている。 

 

ユーザー行動分析にもとづく空間最適化 

コワーキングスペースの利用者は多様であり、それぞれ異なる目的や働き方を持っている。

そのため、空間設計においては、利用者の行動パターンやニーズを的確に把握し、それに応

じた最適化が求められる。総務省の「データ活用型スマートシティ推進」資料でも、人々の

行動データを活用した空間整備の有効性が強調されており、コワーキングスペースにおい

てもユーザー行動分析が空間改善の鍵となる。本章ではまず、利用者行動データの活用と空

間設計について考察し、次にフィードバックループによる空間改善、最後に利用者満足度向

上のためのデザイン戦略を検討する。 

 

利用者行動データの活用と空間設計 

コワーキングスペースでは、利用者の滞在時間、スペースの利用頻度、移動経路など、多様

な行動データが蓄積される。経済産業省の「データ利活用促進施策」でも、こうしたデータ

を活用することでサービスの質が向上することが示されている。例えば、センサーやカメラ

を用いて利用者の動線を可視化することで、混雑が発生しやすいエリアや利用頻度が低い



スペースを把握することができる。この情報をもとにレイアウトを再構成し、人の流れを最

適化することで、快適性と効率性を高めることが可能となる。また、利用者の属性や利用目

的に応じたデータを収集することで、空間のゾーニングや設備の配置に反映できる。例えば、

集中作業を希望する利用者が多い場合には、静かなエリアを拡張するなど、実際のニーズに

基づいた空間最適化が実現する。 

 

フィードバックループによる空間改善 

ユーザー行動データを収集・分析するだけでなく、その結果をフィードバックとして空間設

計に反映するサイクルを構築することが重要である。総務省の「PDCA サイクル推進指針」

においても、継続的な改善を図るフィードバックループの有効性が強調されている。具体的

には、定期的な利用者アンケートと行動データの分析結果を照らし合わせることで、課題の

抽出と改善策の立案が可能となる。例えば、あるエリアの利用率が低い理由が明らかになっ

た場合には、レイアウトの変更や設備の追加を検討する。こうした改善策を実施した後も引

き続きデータを収集し、改善効果を検証するサイクルを回すことで、空間の質を高め続ける

ことができる。さらに、利用者への改善結果の共有は、エンゲージメント向上にも寄与する。

自らの声が反映されていることを実感することで、利用者はスペースに対してより強い帰

属意識を持つようになる。フィードバックループを活用した空間改善は、利用者と運営者の

双方にとって価値ある取り組みである。 

 

利用者満足度向上のためのデザイン戦略 

行動データをもとにした空間最適化は、最終的に利用者満足度の向上を目指すものである。

経済産業省の「顧客体験価値向上ガイドライン」でも、顧客満足度の向上がリピート利用や

口コミによる集客強化に直結することが示されている。満足度を高めるデザイン戦略とし

ては、利用者の期待を超える空間体験を提供することが挙げられる。例えば、通常の作業ス

ペースに加えて、短時間の休憩や気分転換を図るためのリラクゼーションエリアを設ける

ことで、利用者の利便性と快適性が向上する。また、利用者の声を反映したカスタマイズ可

能な空間を提供することも効果的である。可動式の家具や照明の調整機能など、利用者が自

らの好みに合わせて空間を変化させることができるデザインは、満足度を高めるだけでな

く、利用者がスペースに愛着を持つきっかけとなる。 

 

最終的には、利用者の行動データを的確に分析し、それを空間デザインに反映させることで、

利用者の期待に応えるだけでなく、期待を超える体験を提供することが可能となる。これに

より、コワーキングスペースは単なる作業場から、利用者にとって欠かせない存在へと進化

する。 



 

未来志向のコワーキングスペースデザイン 

働き方の多様化とテクノロジーの進展に伴い、コワーキングスペースのデザインは今後さ

らに進化することが求められる。単なる機能的な作業空間を超えて、多様な働き手が自らの

スタイルに合わせて選び、成長し、交流できる場としての役割が拡大していく。総務省の「未

来の社会に向けた施策検討資料」でも、多様な働き方を支える空間の柔軟性と創造性が強調

されており、これからのコワーキングスペース設計における指針となっている。本章ではま

ず、変化し続ける働き方に対応する設計思想を検討し、次に多様な働き手を包摂するデザイ

ンの可能性、最後に未来の働き方を見据えた空間の再定義を考察する。 

 

変化し続ける働き方に対応する設計思想 

労働市場の変化や社会情勢の影響により、働き方は常に変化している。経済産業省の「働き

方改革推進に向けた方針」においても、柔軟で変化に強い働き方の重要性が示されている。

コワーキングスペースの設計においては、この変化に対応できる柔軟性が不可欠である。具

体的には、スペースを用途に応じて容易に転用できるモジュール型のレイアウトや、設備の

増設・変更が簡便に行えるインフラ設計が求められる。こうした設計は、利用者のニーズ変

化に応じた迅速な対応を可能とし、スペースとしての競争力を維持する。さらに、テクノロ

ジーの進化に伴い、デジタルとフィジカルの融合が一層進むことが予想される。物理的な空

間にデジタル要素を柔軟に取り入れられる設計思想が、未来の働き方を支える基盤となる。 

 

多様な働き手を包摂するデザインの可能性 

コワーキングスペースは、職種や年齢、働き方の違いを超えて多様な人々を受け入れる場で

ある。総務省の「多様性と包摂に関する政策資料」でも、多様な背景を持つ人々が共存でき

る環境整備の重要性が強調されている。空間デザインの観点からは、身体的制約のある利用

者にも配慮したバリアフリー設計や、多様な文化や価値観を尊重するデザインが求められ

る。例えば、多言語対応のサインや、多様な働き方に対応できる家具・設備の導入が挙げら

れる。また、子育て世代を含む利用者に配慮した設備として、キッズスペースや授乳室の設

置も有効である。こうした包摂的な空間デザインは、利用者の心理的安全性を高めるだけで

なく、コワーキングスペースの利用層拡大にもつながる。 

 

未来の働き方を見据えた空間の再定義 

テクノロジーの進化と社会環境の変化により、働き方は今後さらに多様化し続ける。経済産



業省の「未来社会のデザイン戦略」では、空間と時間を超えて働くことが可能となる未来像

が描かれており、コワーキングスペースもその流れに呼応した設計が求められる。空間の再

定義としては、従来の「働くための場」を超えて、学びや交流、リラクゼーションの場とし

ての機能を持たせることが重要である。学びの場としては、セミナースペースやライブラリ

ー機能の導入が考えられる。交流の場としては、地域住民との協働プロジェクトを実施でき

るスペースを設けることが有効である。さらに、ウェルビーイングを重視した設計として、

緑化や自然素材の活用、リラクゼーションエリアの充実が挙げられる。利用者が心身ともに

健康でいられる空間は、創造性を高め、働き方の質の向上に寄与する。未来の働き方に応え

る空間として、コワーキングスペースは今後も進化し続ける必要がある。 

 

おわりに 

コワーキングスペースは、自宅や従来型オフィスとは異なる「サードプレイス」として、多

様な働き手に新しい働き方の選択肢を提供してきた。本論文を通じて検討したように、その

成長と発展を支えているのは空間デザインの力である。デザインは単なる視覚的な美しさ

にとどまらず、働く環境の快適性、心理的安全性、そして利用者の創造性やコミュニティ形

成を促進する力を持っている。国の政策資料でも示されるように、多様な働き方の実現と地

域活性化の促進は今後の社会的課題であり、コワーキングスペースの空間設計が果たす役

割はますます重要となる。 

 

これまでの考察を総括し、さらに今後の課題と展望について整理しながら、論文を締めくく

る。 

 

本研究の総括と意義 

本論文では、コワーキングスペースにおける空間デザインがどのように利用者の働き方や

心理、コミュニティ形成に影響を与えるのかを多面的に検討した。空間構成や座席レイアウ

ト、照明や音環境など、具体的な設計要素が利用者の集中力や交流意欲に直接作用すること

を明らかにした。さらに、地域との連携やブランド価値の向上、持続可能性といった観点か

らも空間デザインを考察し、コワーキングスペースが社会的役割を果たす場として機能し

ている実態を示した。デジタル技術の導入や利用者行動データの活用により、空間設計が一

層精緻化されている現状も把握することができた。 

 

これらの考察を通じて明らかになったのは、空間デザインが単なる装飾ではなく、働き方改

革や地域活性化といった社会課題の解決に寄与する戦略的要素であるという点である。今

後、コワーキングスペースの設計においては、より一層デザインの力が問われることになる



だろう。 

 

今後の課題と展望 

コワーキングスペースの空間デザインがもたらす可能性は非常に広い一方で、課題も多い。

まず、利用者ニーズの多様化に対応し続ける柔軟性が求められる。働き方がさらに個別化・

高度化する中で、すべての利用者にとって快適な空間を提供することは容易ではない。行動

データの分析やフィードバックループの強化により、継続的な空間最適化が必要となる。ま

た、地域との共創やサステナビリティの追求も今後の重要な課題である。地域資源を取り入

れた空間づくりや環境配慮型設計は、コワーキングスペースが社会的責任を果たすための

前提となる。地域経済や環境負荷への配慮が、スペースとしての価値をさらに高める要素と

なる。さらに、テクノロジーの進化に伴う新たな空間設計の可能性も視野に入れる必要があ

る。デジタル技術を活用したインタラクティブな空間演出や、遠隔地からでも利用可能なハ

イブリッドな空間設計は、利用者の利便性を飛躍的に高めるだろう。 

 

今後の展望としては、コワーキングスペースが単なる働く場所から、利用者が学び、交流し、

成長する「場」へと進化することが期待される。空間デザインの力を最大限に活用し、社会

の変化に応じて柔軟に進化し続けることが、これからのコワーキングスペースの価値を決

定づける鍵となる。 
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